
令和６年度

第１回鳥取市下水道等事業運営審議会

令和６年７月２５日

下水道部

本日の議題

１ 前回の答申内容と付帯意見に係る取り組み状況（議題５）

２ 令和５年度の決算の状況（議題６）

３ 使用料収入と使用料対象経費の見込み（議題７）

４ 今後のスケジュール（その他）
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１．前回の答申内容と付帯意見に係る取組状況

前回料金改定を審議いただいた令和３年度の本審議会では、平成２８年度
より施行している現在の下水道使用料について、令和４年度から令和６年度
を算定期間として、改定を行うか審議いただいた。

今後の見通しでは令和４年度から令和６年度の３年間における経費回収率
について１００％を維持できると予測されている。このことより、現行の使用料
のまま据え置くことが適当である。

開催日 主な審議内容

第１回
令和３年１１月２４日（水）

・ 前回の答申内容について
・ 今後の投資計画について
・ 算定期間について
・ 使用料対象経費について
・ 今後の財政収支等見込みについて

第２回 令和４年１月１４日（金）
・ 前回のご指摘について
・ 答申について

（参考）令和３年度鳥取市下水道等事業運営審議経過

※

※経費回収率
使用料で賄うべき経費をどの程度使用料で賄えているかを表す指標のこと。

1-1 前回の答申内容



-２-

1-2 付帯意見に係る取組状況

付帯意見 ２項目

（１）経営健全化の取組

①施設の計画的な修繕と資本費の平準化
下水道等施設の更新費用が増大すると予測されることから、施設の計画的
な修繕や鳥取市ストックマネジメント計画に基づく資本費の平準化を図るこ
と。

②効果的な接続勧奨及び徴収率向上
不公平感や下水道等事業経営に支障をきたさないよう、納付環境の充実に
努めるとともに、未納者の生活実態等も考慮しながら、毅然とした滞納整理に
努力すること。

③基本使用料、従量使用料負担区分の検討
中長期的な視点で人口減少や排水需要の実態等を把握し、見直しに向けた
調査・研究を行うこと。

（２）きめ細やかな広報活動
多様な情報発信ツールを積極的に活用し、下水道を身近で大切なものとし
て実感できるような広報内容の充実に努力すること。
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1-2 付帯意見に係る取組状況

（１）経営健全化の取組について

①施設の計画的な修繕と資本費の平準化

本市では、令和２年度から始めている新規整備から維持管理、延命化、
改築更新までを一体的に捉えた施設管理としてのストックマネジメント計
画の運用を継続して推進しています。

ストックマネジメント計画に基づく整備（工事）

R4
浜村浄化センター 電気設備更新
管渠改築・長寿命化

R5
吉成ポンプ場 耐震補強・建築設備長寿命化
浜村浄化センター 耐震補強・機械設備更新
管渠改築・長寿命化

R6
秋里下水終末処理場 耐震補強・汚泥濃縮設備改築
管渠改築・長寿命化
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1-2 付帯意見に係る取組状況

（１）経営健全化の取組について

②効果的な接続勧奨及び徴収率向上

〇職員２名による、戸別訪問

・供用開始後、家屋及び管理者を１件ずつ訪問
・湖山池周辺は年１回程度、それ以外は１年半に１回程度、接続完了まで交渉継続

〇令和５年度実績
1,666戸訪問、105戸接続

公共下水道・集落排水接続率

処理人口 接続人口 接続率 処理人口 接続人口 接続率 処理人口 接続人口 接続率

R1 186,180 147,891 142,886 96.6% 30,219 28,932 95.7% 178,110 171,818 96.5%

R2 185,157 147,940 143,494 97.0% 29,423 28,301 96.2% 177,363 171,795 96.9%

R3 183,645 147,615 143,463 97.2% 28,786 27,745 96.4% 176,401 171,208 97.1%

R4 182,163 147,204 142,995 97.1% 28,124 27,111 96.4% 175,328 170,106 97.0%

R5 180,123 147,926 144,046 97.4% 27,345 26,378 96.5% 175,271 170,424 97.2%

行政人口

公共 集排（農・林・漁） 公共+集排
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1-2 付帯意見に係る取組状況

（１）経営健全化の取組について

②効果的な接続勧奨及び徴収率向上

【使用料未納に対する対応】
〇徴収員４名による、戸別訪問・

夜間徴収・電話催告
（Ｒ５実績：25,640,395円）

〇収納推進課への移管、担当課単独での
滞納整理

収納推進課への移管による回収（令和５年度中）

担当課での滞納整理（令和５年度中）
預金差押11件 1,004,877円

【納付方法の多チャンネル化】

金融機関窓口での納付⇒スマホ、コンビニ納付に推移

〇口座振替の奨励
HP等でのPR、催告時の奨励に加え
R6から鳥取銀行・山陰合同ではWebで受付可能
⇒（R6.5月末）
鳥取銀行３９件（新規登録全２１３件中）
山陰合銀５６件（新規登録全２４４件中）
全銀行での口座振替新規件数６８２件

公共 集排 負担金 合計

金額 3,208,065 597,109 25,920 3,831,094

全体件数 371,762 100% 360,878 100% 360,659 100%

口座 295,721 80% 293,368 81% 292,393 81%

金融機関 28,814 8% 18,791 5% 15,189 4%

コンビニ 41,278 11% 40,714 11% 43,434 12%

スマホ 5,946 2% 8,005 2% 9,643 3%

ペイジー 1 0% 0 0% 0 0%

R3 R4 R5
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1-2 付帯意見に係る取組状況
（１）経営健全化の取組について

③基本使用料、従量使用料負担区分の検討（本市の状況）

・月の有収水量が0から２０㎥/月以下の使用区分が全体の半分以上を占めている

・０～２０㎥/月の区分は世帯数の影響で微増傾向。２０～５０㎥/月の区分は、やや使用の
多い一般家庭の水量減、人口減少や節水の影響も要因と推測

・大口利用になるほど使用水量減少も顕著

・下水道使用戸数は、核家族化により増加傾向にあるものの、近年は鈍化しており、将来
的には減に転じる見込み

・単純に基本料金を上げると、使用料収入は増えていくが、最近の物価高騰を踏まえれ
ば、高齢者世帯などへの配慮が必要となる

R1 R2 R3 R4 R5

61,495 62,005 62,142 61,929 62,270
使用戸数 ５年間で１％増加

R１を０とした推移

％

万㎥
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1-2 付帯意見に係る取組状況
（１）経営健全化の取組について

③基本使用料、従量使用料負担区分の検討（類似都市との比較）

・中核市を対象とした調査では、「10㎥/月までは日常生活で最低限必要な排水と考え低額に設定」としてい
る自治体が多かった

・本市の使用料は、10㎥/月以外で類似都市の平均値・中間値を下回っており、負担区分見直しの余地はある

・従量料金の本市の単価設定状況についても、 10㎥/月付近以外は他都市に比べて低い設定となっている

・どの都市においても従量料金単価は、水量に応じ高くなる設定となっており、水量区分については、６段階
で上昇するものが２都市、７段階が４都市、９段階が３都市となっている（本市は９段階）

【類似都市】公共下水道事業の類型区分が本市と同じ（処理区域内人口区分：10万以上）、
農業集落排水事業等の供用開始後年数別区分が本市と同じ（農集：30年以上） 等

※ ※ ※

※ ※

※ 使用料の値が類似都市の中間値となる市

円 円 円

円 円

全てR6.4.1現在（税抜き）
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1-2 付帯意見に係る取組状況

（２） きめ細やかな広報活動

主な広報活動 メディア活用した広報活動

・下水道だより発行（年１回）

・下水道ちらし等配布（小学校へ配布）

・下水処理場見学会の開催
（R4：802人 R5:602人）

・マンホールカードを作成し、まちパルに
おいて配布
（配布枚数R4：1,849枚 R5：2,199枚）

・ボランティア清掃の実施
（毎月第4金曜）

・ホームページを活用した情報発信

・マンホールデザインの活用（R4.12～）
（マンホールデザインTシャツ、切り絵教室、
グッズ作成、イベントへの使用等）

・マンホールを利用したゲームアプリの
イベントに参加（R5.9）

・日本海ケーブルネットワークの番組で
処理場の紹介（R6.7）
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その他 0.88

減価償却費等
46.34

当年度純利益

4.52 

収益的収支（税抜き）
汚水・雨水の処理に伴う収入と支出

収益 86.58億円 費用 82.06億円
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25.90 

企業債償還金
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資本的収支（税込み）

下水道施設の整備に伴う収入と支出

収入 43.34億円 支出 72.59億円

その他2.44

当年度内部留保資金
7.03

過年度内部留保資金

23
（減債積立金15.22含む）

資本的
収支不
足額
32.47

（翌年度繰越工事資金含む）

２．令和５年度の決算の状況
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（億円、税抜） （万人）

【見込み】
・人口減少に合わせて収入減少が続くことが予想
される。

・従量逓増制を採用しているため、特にR7年度
以降は、大口使用者の事業撤退による収入減が
顕著となる。

【試算条件：変更点】
前回戦略策定時の試算はそのままに
・R5の料金、人口、世帯数を実績とし再計算
・国立社会保障・人口問題研究所の最新人口推計
・JDI業務縮小に加え、TOSC撤退を反映
・R6,R7それぞれにホテル１件ずつ開業を反映
（現同ホテルの２倍キャパ）

経営戦略計画期間（R6～R15）

３．使用料収入と使用料対象経費の見込み

（１） 下水道等使用料の推移
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現状継続 削減努力反映

※令和１３年度以降の省エネ、創エネ、施設の統廃合などの推進効果については、期間中に計画で
きた段階で盛り込む。

【見込み】
・外部要因である原油高、物価高、労務単価の
影響を考慮すると、膨大な施設を有する下水
道等事業において経費の増加は避けることが
困難である。

（億円、税抜）

経営戦略計画期間（R6～R15）

【試算条件】
・近年の労務単価や物価の上昇を見込む。
・CO2排出削減の取り組みにより、R９～１２年
度の４年間で１億２千万円の減少を見込む。

・老朽化が進む修繕費については、ストックマネ
ジメント計画に基づく施設整備を適切に行うこ
とにより若干の増加にとどめている。

３．使用料収入と使用料対象経費の見込み

（２） 維持管理費の推移
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資本費平準化債 ※ 建設企業債経営戦略計画期間（R6～R15）

（億円）

３．使用料収入と使用料対象経費の見込み
（３） 企業債残高の推移
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※資本費平準化債
地方債の元金償還期間と事業用施設の減価償却期間が異なっていることから、

当該年度の元金償還額と減価償却費との差額を解消するために発行する企業債。
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※R5以前は決算値、R6以降は見込値。
※赤字は経営戦略より減る見込み、青字は経営戦略より増える見込み。

３．使用料収入と使用料対象経費の見込み

（４） 経費回収率と内部留保資金

使用料算定期間
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【経営戦略からの時点修正】
・令和５年度決算値：使用料収入の見込み額からの減、緊急修繕等の実施等による純利益の減少などから、見込みより内部
留保資金が1.7億円減少した。

・令和6年度～令和９年度見込み：使用料収入を現計画値から見直したことにより、内部留保資金も毎年0.1億円から0.2億円
減少すると見込んでいる。

【その他】
・コスト削減の取り組みは継続して行っていく。
・省エネ・創エネに係る事業について、前倒しできるよう検討を進めている。

(億円)

使用料算定対象期間

内部留保資金必要額 20～23億円＝支払い準備資金17～20億円＋災害対応３億円

不足額
25.2億円

使用料改定が必要H28 使用料改定

約20億を確保

３．使用料収入と使用料対象経費の見込み
（４） 経費回収率と内部留保資金 （令和5年度決算反映後）
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【内部留保資金の考え方】
・過去の支払い実績から17～20億円の資金が必要であること、また、災害時の応急復旧費として３億円程度は確保してお
く必要があることから、内部留保資金必要額を20～23億円としており、現経営戦略では最大値の23億円を目標として
いる。



7月25日 第1回審議会（料金改定について）

10月 第2回審議会

※審議の状況等により、開催回数及び日程等を変更する場合がございます。予めご了承ください。

‐‐-１５-

４． 今後のスケジュール


